
令和４年度学校評価                      愛知県立豊橋商業高等学校 

本年度の 

重点目標 

『クリティカルシンキングの育成』 

・授業力の向上と確かな学力の定着    ・キャリア教育の一層の充実 

・望ましい学習習慣、生活習慣の確立   ・教職員が健康的に教育活動に従事できる環境の整備 

・帰属意識と自己有用感の涵養 

項目（担当） 重点目標 具体的方策 留意事項（達成基準を含む） 

ＰＴＡ活動 

（総務部） 

ＰＴＡとの連携強

化 

 

 

 

学校における諸活動に

対し、ＰＴＡとの連携

を密にし、積極的な活

動を推進する。 

 

ＰＴＡとの連携強化のため情報発信を積極的

に行う。  

Ａ：学校における諸活動を発信した 100％ 

Ｂ：学校における諸活動を発信した 75％以上 

Ｃ：学校における諸活動を発信した 50％以上 

Ｄ：学校における諸活動を発信した 50％未満 

学習指導 

（教務部） 

観点別評価によ

る学習評価の充

実 

定期考査の工夫・改善

を実践する。 

３観点の資質・能力を

図るための評価資料の

設定を推進する。 

各教科と連携し、観点別評価の充実を図る。 

Ａ：充実を図ることができた教科が 100％ 

Ｂ：充実を図ることができた教科が 75％以上 

Ｃ：充実を図ることができた教科が 50％以上 

Ｄ：充実を図ることができた教科が 50％未満 

生徒指導 

（生徒指導部） 

携帯電話・スマー

トフォンにおける

マナー指導の充実 

全教職員による声かけ指

導を推進する。 

生徒自らの行動を振り返

る機会を学期ごとに設定

する。 

アンケートを実施し、自らの使い方を振り返らせる。 

Ａ：適切に利用できた生徒が 80％以上  

Ｂ：適切に利用できた生徒が 75％以上 

Ｃ：適切に利用できた生徒が 50％以上 

Ｄ：適切に利用できた生徒が 50％未満 

生徒会活動 

（生徒会部） 

生徒主体の生徒会

活動の構築 

 

 

 

生徒会執行部を中心として

生徒の意見を生かしなが

ら、各種行事の企画・改善

を図る。 

アンケート等を活用し、生徒の意見を集約する。 

Ａ：80％の行事が生徒主体で企画・改善できた 

Ｂ：65％の行事が生徒主体で企画・改善できた 

Ｃ：50％の行事が生徒主体で企画・改善できた 

Ｄ：35％の行事が生徒主体で企画・改善できた 

教育相談 

（教育相談部） 

問題を抱える生徒

の早期発見と個々

の生徒に対し、適

切な対応とサポー

トの実施 

 

教職員の連携と協力体制

を構築する。スクールカ

ウンセラーやスクールソ

ーシャルワーカーの効果

的活用と外部機関等との

連携を強化する。 

教育相談に関する様々な情報を発信し、正確な状況

把握と分析に努める。 

Ａ：生徒自らが教員へ相談し、的確な対応ができた 

Ｂ：正確な生徒情報を把握し、サポートできた 

Ｃ：生徒情報をある程度把握し、傾聴できた 

Ｄ：上記Ａ～Ｃが実践できなかった 

保健・清掃指導 

（保健厚生部） 

感染症対策に対す

る生徒の実践的行

動の育成のための

環境づくり 

健康観察の徹底と ICT の活

用 

生徒による感染症予防のた

めの環境整備及び広報活動 

感染症に関する情報を常に校内で共有する。 

Ａ：生徒の実践的な行動が 80％達成できた 

Ｂ：生徒の実践的な行動が 60％達成できた 

Ｃ：生徒の実践的な行動が 40％達成できた 

Ｄ：生徒の実践的な行動が 20％達成できた 

進路指導 

（進路指導部） 

キャリア教育の一

層の充実と地域貢

献に積極的な社会

人の育成 

 

外部講師を積極的に活用

する。 

進路情報を積極的に提供

する。 

各学年と連携し、外部講師の積極的な活用を図る。 

Ａ：外部講師の活用が 100％ 

Ｂ：外部講師の活用が 75％以上 

Ｃ：外部講師の活用が 50％以上 

Ｄ：外部講師の活用が 50％未満 

図書館活動 

（図書館部） 

図書館利用の促進

のための情報発信 

の充実 

 

Teamsを利用して蔵書検索

ができるようにする。 

図書館だよりやランキング

表、新刊案内等を Teamsで

発信する。 

図書館利用の促進のための情報発信を積極的に行う。 

Ａ：図書館活動の情報発信が 100％ 

Ｂ：図書館活動の情報発信が 70％以上 

Ｃ：図書館活動の情報発信が 50％以上 

Ｄ：図書館活動の情報発信が 50％未満 

情報管理・情報発信 

（教育情報部） 

校務支援システ

ムの運用促進 

(School Engine) 

校務支援システムのグ

ループ権限を検討し、

各分掌で管理運用でき

るようにサポートす

る。 

校務支援システムを各分掌で管理運用する。  

Ａ：各分掌での管理運用が 100％ 

Ｂ：各分掌での管理運用が 75％以上 

Ｃ：各分掌での管理運用が 50％以上 

Ｄ：各分掌での管理運用が 50％未満 



商業教育 

（商業科） 

新しい学習評価に

対応できる評価方

法の実践 

新学習指導要領に基づき

２年次科目の年間学習指

導計画及び評価規準を作

成し試行を検討する。 

評価規準を作成し試行検討する。  

Ａ：評価規準を試行検討することができた  

Ｂ：評価規準を試行することができた  

Ｃ：評価規準の作成に留まった  

Ｄ：評価規準の作成ができなかった   

 

総合ビジネス科  

教科商業の学びを

生徒が地域社会に

生かすことができ

る取組の推進 

 

授業にて地域社会との協

働事業を設定できるよう

に学科主任と授業担当者

が連携する。 

地域社会との連携授業を企画・創造する。 

Ａ：年間通して実施できた 

Ｂ：学期単位で実施できた 

Ｃ：講話のみに留まった  

Ｄ：実施できなかった 

情報処理科  

情報活用能力を備

えビジネスで活用

できる人材の育成 

 

 

ICT 環境・高性能 PC ルー

ムの長所を生かした実践

的な授業に取り組む。 

 

実践的な授業を行う。 

Ａ：90%以上の生徒が実践的な授業に取り組んだ 

Ｂ：70%以上の生徒が実践的な授業に取り組んだ 

Ｃ：50%以上の生徒が実践的な授業に取り組んだ 

Ｄ：実施できなかった 

国際ビジネス科  

ビジネスのグロー

バル化で必要とさ

れる外国語及び経

済の学力の定着 

キャリアを意識し自信をも

たせるための高度な資格取

得の挑戦をさせる。 

高度な資格取得に積極的に取り組む。 

Ａ：取り組んだ生徒が 70％以上 

Ｂ：取り組んだ生徒が 50％以上 

Ｃ：取り組んだ生徒が 30％以上 

Ｄ：取り組んだ生徒が 30％未満 

経理科  

簿記会計の役割を

理解し、その能力

を活用できる人材

を育成する授業の

実践 

授業改善の実施を促進す

るために学科主任と科目

担当者が連携する。 

授業改善に取り組む。 

Ａ：取り組んだ教員が 80%以上 

Ｂ：取り組んだ教員が 50％以上 

Ｃ：取り組んだ教員が 30％以上 

Ｄ：取り組んだ教員が 30％未満 

第１学年 

(１年学年会) 

目標を自ら考え、

前向きに行動でき

る生徒の育成 

学校の諸活動を通して、

自己の目標を設定し、生

徒が主体的に取り組める

よう働きかけを行う。 

目標設定し、その実現に向けて主体的に取り組む。 

Ａ：取り組んでいる生徒が 80％以上 

Ｂ：取り組んでいる生徒が 60％以上 

Ｃ：取り組んでいる生徒が 40％以上 

Ｄ：取り組んでいる生徒が 40％未満 

第２学年 

(２年学年会) 

継続的な自己啓発

の実践 

学校生活における自分自

身の目標及び目標を実現

するための取組方法を明

確化させる。 

 

自覚を持たせ継続的に自己啓発に努める。 

Ａ：目標を達成することができた生徒が 80％以上 

Ｂ：目標を達成することができた生徒が 60％以上 

Ｃ：目標を達成することができた生徒が 40％以上 

Ｄ：目標を達成することができた生徒が 40％未満 

第３学年 

(３年学年会) 

主体的に進路決定

し進路実現を目指

す生徒の育成 

 

 

主体的に進路決定し、各

自の進路を実現させるた

めに、自分で決めたこと

をやりきるように取り組

ませる。 

目標設定し、その実現に向けて主体的に取り組む。 

Ａ：取り組んでいる生徒が 80％以上 

Ｂ：取り組んでいる生徒が 60％以上 

Ｃ：取り組んでいる生徒が 40％以上 

Ｄ：取り組んでいる生徒が 40％未満 

いじめ防止対策の推

進 

学校いじめ防止基

本方針に基づい

た、いじめ防止に

係る取組の充実 

アンケート調査等を利用

していじめの早期発見を

する。いじめの発見・通

報を受けたら「いじめ防

止・対策委員会」にて組

織的に対応する。 

いじめの早期発見等に全職員で取り組む。 

Ａ：いじめの重大事態が０件 

Ｂ：いじめの重大事態が１件以内 

Ｃ：いじめの重大事態が２件以内 

Ｄ：いじめの重大事態が３件以上 

勤務時間の適正な管

理 

長時間労働による

健康障害の防止 

１か月の時間外労働が 80

時間を超える教職員に対

して、そのつど面接指導

の希望の有無について確

認を行い、教職員の健康

障害防止に努める。 

公務等を削減して時間外労働時間を減らす。 

Ａ：時間外労働 80時間以上が０名 

Ｂ：時間外労働 80時間以上が３名以内 

Ｃ：時間外労働 80時間以上が５名以内 

Ｄ：時間外労働 80時間以上が６名以上 

 


